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産業施設・工場におけるエネルギー消費の実態総調査 2025

ソーシャルソリューション事業部

～脱炭素目標達成に向けた製造業のエネルギー消費、脱炭素動向を長期予測～



◼ このたび2022年2月の発刊よりおよそ3年半ぶりに、「産業施設工場におけるエネルギー消費の実態総調査」を発刊いたし
ました。

◼ 産業部門の最終エネルギー消費量は、日本全体の約45%を占め、エネルギー起源のCO2排出量は約35%を占めています。
2013年度を基準年としたGHG排出量削減目標では、日本全体で2030年度46%減、2040年度73%減が掲げられており、産
業部門においてもエネルギー起源CO2排出量を2030年度38%減、2040年度57～61%減とすることが目標となっておりま
す。

◼ 2025年2月の「第7次エネルギー基本計画」では、目標達成に向け「徹底した省エネルギー」が打ち出されましたが、既存
技術をベースにした省エネは既に行き詰まり感が強く、電化非化石化といった革新技術の開発導入も必要となります。「
2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」では、電力部門以外（産業運輸業務家庭）での具体的な方向性と
して「電化」、熱需要に対しては「水素化」「CO2回収」が示されました。また、エネルギー消費量を抑えることもCO2排
出量の削減につながるため、省エネルギー施策の枯渇感が出て久しいものの、排熱利用や高効率設備への更新といった取り
組みが継続されています。

◼ このような状況から、産業施設の体系的なエネルギー情報が必要とされているものの、経済産業省 資源エネルギー庁におい
て、2001年度の「石油等消費構造統計調査」を最後に詳細な統計データは公表されていません。2007年度より「エネルギ
ー消費統計調査」が公表されていますが、公表範囲が中分類ベースと荒く、統計手法も錯綜しておりエネルギー消費の実態
は極めて把握が困難な状況となっています。

◼ そこで本市場調査資料は、産業施設に対しエネルギーおよびエネルギー設備の提案を行う事業者にとって、必要な情報を取
りまとめるべく、弊社独自にアンケート調査（確認ヒアリング含む）を実施し、主要20業種を対象にエネルギー利用用途消
費状況を詳細に整理分析しました。具体的には、主要20業種の種類別一次エネルギー量（系統電力、石炭、石油、天然ガス
など）、用途別の一次エネルギー量（自家発電、発電ボイラ、生産ボイラなど）、機器プロセス別最終エネルギー量（各業
種8～11プロセス×電力燃料蒸気）を整理しました。

◼ また、低炭素社会に向けた代表的な取り組みである電化技術の導入、系統電力、燃料の脱炭素化などによる消費エネルギー
量の変化やそれに伴うCO2排出量の変化を予測しています。加えて、個別施設の低炭素社会の実現に向けた取り組みについ
ても、アンケート調査により明らかにしました。

◼ なお、調査実施により取得したアンケート調査の個別施設の詳細データは、別途「施設データ編（電子版）」に収録してお
ります。

◼ 末筆ながら、本市場調査資料の作成に当たり、アンケート調査にご協力頂きました各事業所のご担当者様をはじめ、関係各
位に心よりお礼を申し上げると共に、本市場調査資料が業界発展の一助となることを祈っています。
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■ 調査概要
Ⅰ. 調査テーマ
「産業施設・工場におけるエネルギー消費の実態総調査 2025」

Ⅱ. 調査目的
国内の産業施設・工場におけるエネルギー消費状況を、機器プロセス×エネルギー種（電力・燃料・蒸気）で分析するとともに

、電化技術の普及などによる2050年までのCO2排出量の変化を予測
Ⅲ. 調査項目

Ⅳ. 調査方法
 産業施設のエネルギー管理担当者へのアンケート、アンケート回答企業に対して確認ヒアリング調査の他、弊社データベース

や関連団体による基礎情報などを活用することにより総合的かつ客観的な調査/分析を行った。
Ⅴ. 調査期間

 2025年4月～2025年9月
Ⅵ. 企画調査編集

 株式会社富士経済 ソーシャルソリューション事業部

調査対象

1.食料品製造業（食材加工品製造業） 11.化学工業（医薬品製造業）

2.食料品製造業（調理品（中食）製造業） 12.石油製品石炭製品製造業

3.食料品製造業（調味料製造業） 13.プラスチック製品製造業

4.食料品製造業（パン・菓子製造業） 14.ゴム製品製造業

5.飲料・たばこ・飼料製造業（清涼飲料製造業） 15.窯業・土石製品製造業

6.飲料・たばこ・飼料製造業（酒類製造業） 16.鉄鋼業

7.繊維工業 17.非鉄金属製造業

8.パルプ・紙・紙加工品製造業 18.一般機械器具製造業

9.化学工業（無機化学工業製品製造業） 19.電子部品・デバイス・電子回路製造業

10.化学工業（有機化学工業製品製造業） 20.輸送用機械器具製造業（自動車・同附属品製造業）



■ 目次(1/2）

Ⅰ. 総括編
1. 産業施設・工場におけるエネルギー消費の現状（2022年度） 3

2. 主要20業種における消費エネルギーの将来予測 4

1）エネルギー消費量の見通し 4

2）CO2排出量の見通し 6

3. 主要20業種のポジショニング 7

4. 国内製造業のエネルギーフロー 8

1）種類別一次エネルギー量 8

2）用途別一次エネルギー量 10

3）用途別最終エネルギー量 12

5. 機器プロセス別最終エネルギー消費状況（2022年度） 14

6. 製造プロセス向け機器別電力消費状況 21

7. 主要製造プロセス一覧 22

8. 主要製造プロセスの排熱発生状況 28

9. 脱炭素化に向けた業界団体の取り組み 34

1）脱炭素化に向けた主な取り組み 34

2）カーボンニュートラルに向け開発を進めている革新的技術 36

3）脱炭素化に向けた具体的な対策と進捗状況 38
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Ⅱ. 個別業種編
1 .食料品製造業（食材加工品製造業） 53
2 .食料品製造業（調理品（中食）製造業） 67
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8 .パルプ・紙・紙加工品製造業 146
9.化学工業（無機化学工業製品製造業） 159
10.化学工業（有機化学工業製品製造業） 172
11.化学工業（医薬品製造業） 185
12.石油製品・石炭製品製造業 198
13.プラスチック製品製造業 211
14.ゴム製品製造業 224
15.窯業・土石製品製造業 237
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Ⅲ. 巻末資料編
アンケート票 319

＜調査項目＞
1.業種定義

1)日本標準産業分類による業種区分
2)主要生産品
3)実績推移
4)企業規模別動向（2022年度）
5)詳細業種動向（2022年度・30人以上の事業所）

2.エネルギー消費動向
1)種類別一次エネルギー量推移
2)用途別一次エネルギー量（2022年度）
3)用途別最終エネルギー量（2022年度）

3.製造プロセス概要
1)主要製造プロセス一覧
2)主要生産品の製造プロセスフロー
3)排熱発生状況
4)排熱の利用状況

4.機器・プロセス別エネルギー消費実態
1)機器・プロセス別最終エネルギー量（2022年度）
2)エネルギー消費の特徴
3)製造プロセス向け機器別電力消費量（2022年度）

5.主要製造プロセスにおける電化/脱炭素シナリオ
1)主要温熱利用製造プロセスにおける想定脱炭素手法
2)脱炭素シナリオ

(1)電化技術の普及見通し
(2)電化技術の導入効果
(3)CO2排出係数の見通し

3)脱炭素手法の導入によるエネルギー消費量の変化
4)脱炭素手法の導入によるCO2排出量の変化

6.CO2排出量削減に向けた取り組み
1)脱炭素目標の設定状況
2)CO2排出量削減の動機・背景
3)CO2排出量削減において期待しているエネルギー
4)CO2排出量削減におけるコスト許容イメージ
5)CO2排出量削減における課題
6)CO2排出量削減に必要な支援策
7)CO2排出量削減に向けた製造プロセス改革の取り組み状況
8)CO2排出量削減に向けた製造プロセス改革の取り組み内容
9)2023～2024年度のDRへの取り組み状況
10)2023～2024年度のDRの実施の詳細
11)2023～2024年度のDRの実施対象



■アウトプットイメージ（総括編）

エネルギー種別の消費量 個別見解の分析

産業施設・工場におけるエネルギー消費・CO2排出の現状と将来予測



■アウトプットイメージ（個別業種編）

各業種の基本情報

エネルギー消費の詳細・将来予測



■ 施設データ編オプションのご案内
概要
本市場調査資料作成時に収集したアンケート調査結果（274件）を取りまとめたデータ版。本編には未収録の内容。

収録事業所数

業種 事業所数 業種 事業所数

1.食料品製造業（食材加工品製造業） 18 11.化学工業（医薬品製造業） 15

2.食料品製造業（調理品（中食）製造業） 9 12.石油製品石炭製品製造業 11

3.食料品製造業（調味料製造業） 14 13.プラスチック製品製造業 16

4.食料品製造業（パン・菓子製造業） 13 14.ゴム製品製造業 16

5.飲料・たばこ・飼料製造業（清涼飲料製造業） 11 15.窯業・土石製品製造業 15

6.飲料・たばこ・飼料製造業（酒類製造業） 9 16.鉄鋼業 15

7.繊維工業 14 17.非鉄金属製造業 16

8.パルプ・紙・紙加工品製造業 14 18.一般機械器具製造業 15

9.化学工業（無機化学工業製品製造業） 13 19.電子部品・デバイス・電子回路製造業 12

10.化学工業（有機化学工業製品製造業） 12 20.輸送用機械器具製造業（自動車・同附属品製造業） 16

調査項目
1．基本情報
2．電力契約
3．エネルギー消費量（年間）

1）電力
2）燃料

4．保有設備
5．エネルギー消費状況

1）電力
2）燃料
3）蒸気

6．脱炭素目標の設定状況
7．CO2排出量削減の背景・動機
8．CO2排出量削減において期待しているエネルギー
9．CO2排出量削減に向けた許容コスト
10．CO2排出量削減における課題
11．CO2排出量削減に必要な支援策
12．CO2排出量削減に向けた製造プロセス改革の実施・検討状況
13．2023～2024年度のDRへの取り組み



■アウトプットイメージ（施設データ編）

データ編

事業所編
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